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１．まえがき 

東日本大震災とそれに伴う東京電力福島第 1 原子力発電

所の事故を契機に，日本の電力需給は逼迫した状況にあり，

政府ではそれを打開するための政策の一つとして，電力シ

ステム改革が進められている．まず 2013 年 11 月 13 日に，

電気事業法の第 1 弾改正として，「2015 年を目途とした広

域系統運用機関の設立」が国会において成立した 1)．次に

2014年 6月 11日に，第 2弾改正として，「2016年を目途と

した電気の小売業への参入の全面自由化」が国会で成立し

た 2)．さらに政府は第 3弾改正として，2015年の通常国会

には「送配電部門の法的分離」の法案の提出を予定してい

る．これと並行して経済産業省では，発電事業・小売電気

事業・送配電部門・広域的運営推進機関の詳細な制度設計

について議論が行われている 3)．その議論の中では、卸電

力市場の活性化のために、小売電気事業者・アグリゲータ

等が売り手となる「デマンドレスポンスを活用したネガワ

ット取引」が提案され、需要家サイドによる新たなエネル

ギー需給施策として、ネガワット取引のためのガイドライ

ンの策定が検討されている 4-5)． 

近年米国などでは、夏期や冬期の電力需給を維持するた

めに，需要家に対して電力需要の抑制を促すインセンティ

ブ制度としてデマンドレスポンス（Demand Response）が定

着している．特に，外部のオペレータ・アグリゲータ等か

らの要請に基づき，需要家機器を自動的に制御する自動化

デマンドレスポンス（ADR :Auto Demand Response）は，2000

年初頭から実証研究が始まり 6)，2010年にはその手法が確

立してインタフェースの標準化が行われ 7)，その抑制推定

電力は卸電力市場や容量市場でネガワット（Negawatt）と

して取引されている 8)． 

一方日本では，家庭の電力・熱需要を自家で賄う小型コ

ージェネレーション設備として，2009年 6月に戸建住宅向

けの定置用燃料電池（以下，FCと略す）が商品化され，2014

年 6 月末までの 5 年間で累計 9.3 万台以上が設置・導入さ

れている 9)．また 2014 年 4 月には集合住宅向けの FC が商

品化され，各戸の住宅設備として新築分譲マンションへ導

入されている 10)． 

本研究では，1棟 100戸未満の規模の集合住宅を対象に，

各戸に集合住宅向け FCが装備され，棟屋全体で系統電力と

都市ガスが一括連系する「集合住宅モデル」を設定し，電

力および都市ガスの小売事業者・アグリゲータ等からの電

力量・都市ガス量の抑制要請に対応して，一括受電点／一

括供給点からみた棟屋全体の電力負荷プロファイル／熱負

荷量を FCの余剰能力を利用して制御する「熱・電気を統合

したデマンドレスポンス」について検討を行っている． 

 本稿は，第 1報の「電力負荷プロファイルの制御機構」

11)に続く第 2報と位置付け，各戸の FCを利用した「熱負荷

量の制御機構」について報告する．本稿では序章として，

第 1 報の電力負荷プロファイルの制御機構と熱消費シフト
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行動について概説する．次に，電力におけるデマンドレス

ポンスによるネガワット取引の概念を，都市ガスに適用し

た「都市ガスの総量抑制によるネガワット取引」の仕組み

を想定する．そしてこの前提に基づき，小売ガス事業者・

アグリゲータ等からの都市ガス量の抑制要請に対応して，

集合住宅各戸の FC を利用した「熱負荷量の制御機構」と，

各 FCの稼働（排熱回収）を促進する「電力消費シフト行動」

を提案する． 

 

２．電力負荷プロファイル制御機構と熱消費シフト行動 10) 

集合住宅モデルとして，1 棟 100 戸未満の規模で，各戸

に住宅設備として FCが設置され，棟屋全体で系統電力と都

市ガスが一括連系し，各戸の FCと電力・ガスのスマートメ

ータはインターネットと常時接続されている，集合住宅を

設定する．また各戸の居住者は，電力と都市ガス両方を販

売・供給する小売事業者またはアグリゲータ等と一元的に

契約しているものとする． 

この集合住宅モデルにおいて，小売事業者・アグリゲー

タ等からの電力量抑制の要請に対応する「棟屋単位の電力

デマンドレスポンス」（以下，DR-E という）は，以下に示

す電力負荷プロファイルの制御機構と熱消費シフト行動の

連携により達成することが可能となる． 

 

2.1 電力負荷プロファイルの制御機構 

集合住宅モデルの各戸の FC が通常時に自家のエネルギ

ー需要に則して稼働している場合（以下，通常モードとい

う），系統電力側からみた一括受電点での棟屋全体の電力負

荷プロファイル（LOAD(E)POI (kW)）は，式(1)に示すように，

各戸の電力需要（DEMAND (kW)）から FCの発電出力（CHPNORMAL 

(kW)）を差し引いた電力値を全戸数で合計した値となる． 

 

           (1) 

 

ここで Nは棟屋内の全戸数を表す． 

小売事業者・アグリゲータ等からの電力量抑制の要請に

対して，棟屋全 N 戸の内 M 戸の居住者が同意し，M 台の FC

がその余剰能力を棟内に逆潮流させてデマンドレスポンス

を実行する場合（以下，DR-E モードという），棟屋全体の

電力負荷プロファイル（LOAD(E)POI-DR (kW)）は，式(2)

に示すように，通常モードの棟屋全体の電力負荷プロファ

イルから M台の FCの余剰電気出力（CHPDR (kW)）を差し引

いた値となる。 

 

 

(2) 

 

ただし，FC の自家需要のための発電出力（CHPNORMAL）と余

剰電気出力（CHPDR）の合計は，FCの定格発電容量（Pmax (kW)）

以下に制限される． 

つまり，系統電力側からみた一括受電点での棟屋全体の

電力負荷プロファイルは，各戸に設置された FCの定格発電

容量の範囲内で制御できることがわかる．なお DR-Eモード

の FC は，自律群制御（例えば、予備力補完制御 12））によ

って余剰電気出力を自律的に調整する． 

 また，集合住宅モデルにおける棟屋全体の取引単位時間

当たりの電力抑制量，即ちネガワット取引量（NEGAWATTEP 

(kWh)）は，現行の卸電力市場（スポット市場）と同様の取

引単位時間（30分単位）とみなすと，式(3)に示すように，

FCの余剰電気出力の 30分積分値となる． 

 

(3) 

 

2.2 熱消費シフト行動 

上述の電力負荷プロファイルの制御機構は，各戸の FC

が電力量抑制の要請期日と時間帯（例えば，夏期 8 月 5 日

の 13:00 – 17:00 の 4 時間）に発電容量のみの制約下で確

実に稼働することを前提としている．そのためには，FCが

DR-Eモードで稼働する期日・時間帯に、FCの排熱回収タン

ク（貯湯槽）に充分な空き容量が必要となる．つまり，DR-E

モード開始時点での貯湯槽の保有熱量が FC の稼働時間を

律速する主な要因となる． 

 そこで，FC の稼働制約を取り除き一定時間以上の稼働

（発電）を担保する「熱消費シフト行動」を提案する．熱

消費シフト行動は「自動化による熱消費シフト」と「人為

的な行動による熱消費シフト」に分けられる．自動化によ

る熱消費シフトは，居住者の在・不在に関わらず，DR-Eモ

ード開始時点で排熱回収タンク（貯湯槽）が自律的に貯蔵

温水を浴槽に注湯する操作である．また人為的な行動によ

る熱消費シフトは，DR-Eモードの時間帯において居住者に

よる浴槽への注湯行為（風呂入浴）またはシャワー入浴行

為が該当する． 

表 1 に，熱消費シフト行動の浴槽への注湯操作（風呂入

浴）とシャワー入浴によって、夏期と冬期で FCの稼働が担

保される時間を示す． 

表 1 より，浴槽への注湯（自動注湯操作または風呂入浴

行為）の熱消費シフト行動は，電力需給が逼迫しかつ給水

温度の高い夏期・昼間においても、4時間以上の FCの稼働

（発電）を担保できることがわかる．以上の電力負荷プロ

ファイルの制御機構と熱消費シフト行動の連携により，各

戸の FC を利用した棟屋単位の電力デマンドレスポンスが

確実に達成できる。 
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表 1 熱消費シフト行動による FCの最低稼働時間 

（上：風呂入浴 下：シャワー入浴） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．ネガワット・ガス取引の仕組み 

現在経済産業省では，電力システムの改革と同様に，都

市ガスシステムの改革のためのガス事業法の改正について

議論が進められている．その改正内容は「ガス小売の全面

自由化」「LNG 基地の開放」「ガス導管事業の分離」等であ

り，まず 2015 年の通常国会には，ガス事業法改正の第 1

弾として「2017 年を目途とするガス小売事業の全面自由

化」の法案が提出される予定となっている 13)． 

この法案が国会で成立し施行された場合，2017年以降は

電気・都市ガスの小売が共に全面自由化され，小売事業者

が一般家庭に「電気と都市ガスをセットで販売し供給する」

という形態が一般的になると考えられる．また，コージェ

ネレーションを有する業務用需要家や各戸に FC が設置さ

れている集合住宅モデルでは，小売事業者にとって電気と

都市ガスは互換性のあるユーティリティと見なすことがで

きる．つまり，2017年以降のエネルギー小売事業者は，電

気と都市ガスだけでなく，需要家の所有設備やエネルギー

消費形態も勘案し付加サービスも合わせて，様々なユーテ

ィリティを提供する業態になると予想される． 

 このようなエネルギー小売事業者にとっては，電気にお

ける「デマンドレスポンスを活用したネガワット取引」と

同様の考え方を都市ガスに適用した，「ガス総量抑制による

ネガワット取引」も考えられる．都市ガスの小売りは制度

上では「1 時間単位の同時同量」を要求されるが，電気と

異なり都市ガス（ガス体）は貯蔵が容易なため，電気ほど

短時間内（30分単位）の複雑な需給調整を必要とせず，大

容量の貯蔵設備が使用可能なら，都市ガスの需給調整は日

単位の総量管理となる．よって，都市ガスのデマンドレス

ポンスとは「特定の期間において 1 日単位で対象とする需

要家の需給総量を計画値より抑制すること」と定義される． 

2014 年 11 月時点では、電気のネガワット取引の制度設

計は審議中であるが 4)，将来的にはスポット市場と同様の

方式が採用されると予想される．また，都市ガスのネガワ

ット取引（ネガワット・ガス取引という）は，上記の議論

を踏まえると「電気の先渡定型市場」と同様の取引形態が

想定される． 

 表 2 に，電力と都市ガスの市場での想定されるネガワッ

ト取引の概要を示す． 

 

４．熱負荷量の制御機構 

第 2 章で設定した集合住宅モデルにおいて都市ガス系は，

都市ガス網からスマートガスメータ（メインメータ）を介

して棟屋全体に一括供給され，戸別にスマートガスメータ

（サブメータ：Gmeter）を介して FC（GCHP）・補助熱源機

（Gboiler）・ガスコンロ（Gcock）に供給される．また温水系は

給湯と暖房の用途に分かれ，給湯温水は排熱回収タンクの

温水と補助熱源機（給湯補助熱源）から供給され，暖房温

水は補助熱源機（暖房熱源）によって生成される． 

図 1 に，集合住宅モデルおける棟屋内と住居内の都市

ガス系・温水系の構成（例）を示す． 

第 3章の議論から都市ガスの需給調整を日単位（24時間）

の総量管理とすると，ガス小売事業者が集合住宅モデルに

供給する 24 時間の都市ガス供給量（SupplyG (kWh)）と一

括供給点での都市ガス総量（LOAD(G)POI (kWh)；熱負荷量と

いう）は等しく，通常モードでは各戸の熱負荷量（Gmeter）

は FC（GCHP），補助熱源機（Gboiler），ガスコンロ（Gcock）の

各熱負荷量の総和となり，棟屋全体では式(4)のように表さ

れる。 

 

表 2 電力と都市ガスのネガワット取引の概要（筆者推定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ネガワット取引（電気）

　取引形態 卸市場取引（スポット市場）

　取引商品 30分単位抑制電力（1 - 8単位時間帯）

　取引期間 受け渡し前日 - 1時間前

　価格決定 シングル・プライス・オークション方式

　最低取引単位 抑制電力 50 kWh/単位（スポットの1/10）

○ネガワット・ガス取引（都市ガス）

　取引形態 先渡定型市場

　取引商品 1日単位抑制都市ガス総量（1 - 4単位期間）

　取引期間 受け渡し1ヶ月前 - 受け渡し前日

　価格決定 ザラバ方式

　最低取引単位 抑制都市ガス総量 2,400 kWh/単位

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1集合住宅モデルおける棟屋内と住居内の都市ガス系・温水系の構成（例） 

 

 

 

 

 

(4) 

 

ここで N は棟屋内の全戸数を表す．また，補助熱源機の熱

負荷量は用途からみると、給湯補助熱源と暖房熱源に分解

される（Gboiler(t) = Gbackup(t) + Gheat(t)）． 

「棟屋単位の都市ガス総量のデマンドレスポンス」（以下，

DR-G という）は，後段に示す FC の自律群制御（DSS-熱主

制御）で FCが主要な給湯需要に則した温水を生成する時間

帯のみ毎日定格出力で運転開始-停止を行い（以下，DSSと

いう : Daily Start and Stop），熱負荷量を制御すること

によって可能となる． 

小売事業者・アグリゲータ等からの都市ガス総量抑制の

要請に対して，棟屋全 N 戸の内 M 戸の居住者が同意し，M

台の FCが熱主制御の DSS運転を行い，デマンドレスポンス

を実行する場合（以下，DR-G モードという），棟屋全体の

熱負荷量（LOAD(G)POI-DR (KWh)）は，式(5)に示すように，

通常モードの棟屋全体の熱負荷量からM台のFCの停止時間

帯の都市ガス消費量（推定量）を差し引いた値となる． 

 

 

 

(5) 

 

 

ここで，Tdaily-start は運転開始時刻，Tdaily-stop は運転停止時

刻を表す． 

つまり，都市ガス網からみた一括供給点での棟屋全体の

熱負荷量は，各戸に設置された FCの稼働時間帯を制限する

ことにより制御できることがわかる．また集合住宅モデル

における棟屋全体の都市ガス抑制総量，即ちネガワット・

ガス取引量（NEGAWATTG (kWh)）は，式(6)に示すように，

FCが停止時間帯に「通常モードの計画稼働」を行った場合

の都市ガス消費量（推定量）が相当する． 

 

 

(6) 
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５．自律群制御 – DSS-熱主制御 

通常モードの FCは，自家のエネルギー需要の履歴から翌

日の運転計画を策定し，当日の電気需要に則して発電出力

を調整して稼働する．通常モードで稼働中の FCが小売事業

者・アグリゲータ等から都市ガス総量抑制の要請を受ける

と，翌日の基準時刻から DR-Gモードに切り替わり，「24時

間単位の熱負荷量を低減する」自律群制御を実行する．そ

の制御の一例として，FC が自律的に棟屋全体の熱負荷量

（抑制量）をモニタして熱主電従の DSS 運転を行う制御が

挙げられる（以下，DSS-熱主制御という）． 

 DSS-熱主制御は以下に示す手順で，FCの運転時間帯（開

始時刻・終了時刻）を設定し 24時間稼働する．その結果棟

屋全体の抑制量が要請量に達していない場合には，翌日の

運転時間帯を短縮し熱負荷量を低減する． 

1) FC は DR-G モードの基準時刻から「翌日 24 時間の給湯

需要予測」に基づき，定格発電出力で熱生成すること

を前提に運転時間帯を設定して，それ以外の時間帯は

停止する． 

2) FC は設定した時間帯に定格発電出力で運転する．これ

は次章で述べる「電力消費シフト行動」により，定格

発電出力での運転が可能となる． 

3) FCは当日 24時間の棟屋全体の熱負荷量（抑制量）実績

をモニタして，翌日 24時間はより熱負荷量の低減が必

要かどうかを自律的に判定する． 

4) より低減が必要な場合には，FC は運転開始時刻に最も

近い時間帯の熱需要（予測）を除外し運転時間帯を再

設定（短縮）して稼働する． 

5) DR-Gモードの期間中，FCは同様の手順を繰り返す． 

DSS-熱主制御では，FCは定格発電出力で運転することに

より最も効率よく熱生成を行い，給湯需要の予測に基づき

運転時間帯を設定（短縮）して運転することにより，排熱

回収タンクの温水は貯湯時間を短くすると共に，当日 24

時間で使い切る．逆に不足分の熱負荷量は給湯補助熱源か

ら供給されるが，居住者は都市ガス総量抑制の要請に同意

しているため，DR-Gモードの期間中はその規範から熱負荷

量の追加について限定的になると推定される． 

 

６．電力消費シフト行動 

電力消費シフト行動とは，FCが排熱回収（熱生成）を最

も効率よくかつ最も有効な時間帯に行うために，FCの定格

発電出力に値する電気需要を創出する機器操作または行

為・行動であり，自動化による電力消費と人為的な行動に

よる電力消費に分類される． 

 

 自動化による電力消費 

FCの運転時間帯において居住者が不在の場合は，その時

間帯の電気需要は深夜・早朝と同等の電力消費となり，通

常 FCの発電出力は定格の半分以下に抑えられる．そのよう

な場合には，棟屋内の他家または共用部の電気需要を自動

的に充当し FC を定格発電出力で運転する．つまり，DR-G

モードの運転時間帯において FC は自動的に発電出力を定

格まで上げて，定格発電出力と自家電気需要の差（以下、

余剰電気出力という）を棟屋内に逆潮流させる．また棟屋

内逆潮流による電力消費は，居住者が在宅の場合でも人為

的な行動による電力消費を補完する方法となる． 

 

 人為的な行動による電力消費 

FCの運転時間帯において居住者が在宅の場合は，人為的

な電力消費シフト行動が要求され，機器の使用時間帯シフ

トと機器のエネルギーシフトに分類される． 

機器の使用時間帯シフトの具体例として，「家事の PM シ

フト行動」が挙げられる．これは冬期・中間期において，

居住者が朝食後午前中に行う家事行動（食器洗い・乾燥，

洗濯・乾燥，掃除等）を昼食後の午後の時間帯にシフトし，

この時間帯の電気需要を FC の定格発電出力以上に増加さ

せる行為である． 

次に機器のエネルギーシフトの具体例として，「暖房のエ

ネルギーシフト行動」が挙げられる．これは冬期において，

居住者が昼間の時間帯の暖房を都市ガスによる温水床暖房

から電気エアコンによる温風暖房にエネルギーシフトして，

熱負荷量を低減し電気需要を増加させる行為である． 

 

DR-Gモードにおいて、FCが 1日の最大給湯需要（風呂注

湯）のために DSS-熱主制御で稼働する連続運転時間は，冬

期の場合でも（給水温度 = 5 ℃）排熱回収効率等の仕様 9)

から 8.5 時間程度と算定される．よって，冬期の最大給湯

需要時刻が夕刻とすると，電力消費シフト行動はその直前

の時間帯に 8.5 時間継続する必要がある．居住者が不在の

場合は，棟屋内逆潮流による電力消費により FCの定格発電

出力とその運転時間は担保され，居住者が在宅の場合は，

家事の PMシフト行動，暖房のエネルギーシフト行動および

棟屋内逆潮流により，FCの定格発電出力と運転時間は担保

される． 

 

７．まとめ 

本稿では，熱・電気を統合したデマンドレスポンスの検

討の第 2 報として，第 1 報と同様の集合住宅モデルを設定

して，ネガワット・ガス取引に供される FCを利用した熱負

荷量の制御機構と，FCの自律群制御の具体的な手法として

DSS-熱主制御を示した．さらに，FCが DSS-熱主制御で排熱

回収（熱生成）を最も効率よくかつ最も有効な時間帯に行

うために，電力消費シフト行動として自動化による電力消



費と人為的な行動による電力消費の方法を例示した．また

FCの運転時間帯が最も長くなる冬期の場合でも，電力消費

シフト行動により FCは定格運転（最大発電出力）を維持で

きることを確認した． 

 集合住宅の棟屋単位の電力デマンドレスポンスと同様に，

ネガワット・ガス取引に資する，棟屋単位の都市ガス総量

のデマンドレスポンスを実現する，熱負荷量の制御機構と

電力消費シフト行動を提案した． 
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